
 

 

 

 

 

 



 

 

次    第 

 

１ 開 会 

（１）委嘱状交付 

（２）教育長挨拶 

（３）委員自己紹介 

（４）会長・副会長選出  

 

２ 議 題 

（１）検討委員会について  …Ｐ.１ 

     （２）部活動改革の動向と国の検討会議における提言の概要…Ｐ.３ 

（３）松前町の部活動の現状と地域スポーツクラブ活動体制整備 

事業について …Ｐ.９ 

     （４）今後のスケジュールについて …Ｐ.13 

 

３ その他 

    

   ４ 閉 会 



（１）検討委員会について 

   松前町部活動地域移行検討委員会要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、松前町執行機関の附属機関設置条例（平成29年松前町条例第12号）第４条の

規定に基づき、松前町部活動地域移行検討委員会（以下「委員会」という。）の組織及び運営に関

し必要な事項を定めるものとする。 

（組織） 

第２条 委員会は、委員をもって構成する。 

２ 前項の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから、教育委員会が委嘱する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 町内中学校長 

(3) 町内中学校保護者代表 

(4) 社会教育団体関係者 

(5) 地域スポーツ関係者 

 （委員の任期） 

第３条 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 （会長及び副会長） 

第４条 委員会に会長及び副会長をそれぞれ１人置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。 

 （会議） 

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長となる。ただし、委員の委

嘱後最初に招集される会議については、教育長が招集する。 

２ 会議は、委員の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その説明又は意見

を聴くほか、資料の提出その他必要な協力を求めることができる。 

 （庶務） 

第６条 委員会の庶務は、学校教育課で処理する。 

 （その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮って別

に定める。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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（１）検討委員会について 

 
 

松前町部活動地域移行検討委員会委員名簿 

 

 

 
 
 

 

 所属等 役職  氏名 

学識経験者 

愛媛大学教育学部 教授  田中 雅人 

松山学院高校 講師 松本 繁実 

町内中学校長 北伊予中学校 校長  児島 祥之 

町内中学校保護者 

代表 

岡田中学校 ＰＴＡ監事  西岡 敬子 

松前中学校 
後援会 

副会長  
西尾 剛 

社会教育団体関係者 

松前町スポーツ協会 会長 村上 一郎 

松前町文化協会 会長 矢田 弘 

松前町スポーツ推進委員会 委員長 竹内 晶子 

地域スポーツ関係者 

松前柔道会 代表 重松 真紀子 

松前町スポーツ協会 

ソフトテニス 
代表 青野 剛 
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（２）部活動改革の動向と国の検討会議における提言の概要 

部活動改革の動向 

 

１ 中学校における部活動は、教育的意義や学校運営上の意義において、大きな役

割を担ってきた。 

 

２ 近年では、学校部活動の持続可能性という面から厳しさが増してきており、本

町でも年々顕在化してきた。 

  （少子化の進行による影響、休日も含めた指導等を担う教師の業務負担の増大

など） 

 

３ 令和２年９月１日付文部科学省から、「学校の働き方改革を踏まえた部活動改

革」として、令和５年度以降段階的に休日の部活動を学校部活動から地域部活動

へ移行していくことが方向性として示された。 

 

４ 令和４年６月（運動部活動）と８月（文化部活動）、部活動地域移行に関する

国の検討会議における提言がまとめられ、令和５年度から令和７年度末までの３

年間（改革集中期間）を目途に、休日の部活動を地域移行していく方向性が示さ

れた。 

 

５ 令和４年 12 月 

  学校部活動の適正な運営や効率的・効果的な活動の推進とともに、学校部活動

の地域連携並びに地域の運営団体・実施主体による地域スポーツクラブ活動及び

地域文化クラブ活動（以下「地域クラブ活動」という。）への移行に取り組むべ

く、スポーツ庁・文化庁が「学校部活動及び新たな地域クラブ活動の在り方等に

関する総合的なガイドライン」を策定 

 

６ 令和５年４月、松前町部活動地域移行検討委員会を設置 

  （同年７月から地域スポーツ活動としてのモデル事業を展開していく中で、課

題の洗い出し及び改善策等について検証していき、更なる部活動改革を推進し

ていく予定）  
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（２）部活動改革の動向と国の検討会議における提言の概要 

 

 国 愛媛県 松前町 

Ｈ30 ・３月（スポーツ庁） 

 「運動部活動の在り方に関す

る総合的なガイドライン」 

策定 

・12 月（文化庁） 

 「文化部活動の在り方に関す

る総合的なガイドライン」策

定 

・８月 

「愛媛県の運動部活動 

の在り方に関する方 

針」策定 

・８月 

「松前町立中学校の部活 

動の方針」策定 

Ｈ31 

Ｒ01 

・１月（中教審答申） 

 「新しい時代の教育に向けた

持続可能な学校指導・運営体

制の構築のための学校にお

ける働き方改革に関する総

合的な方策について」 

・11 月（衆議院）12 月（参議

院） 

 公立の義務教育諸学校等の

教員職員の給与等に関する

特別措置法の一部を改正す

る法律案に対する附帯決議 

  

Ｒ02 ・９月 

 「学校の働き方改革を踏まえ

た部活動改革」について 

  

Ｒ03 ・２月 

 「学校の働き方改革を踏まえ

た部活動改革」を受けた公立

学校の教師等の兼職兼業等

の取扱い等について 

  

Ｒ04 ・６月（スポーツ庁） 

 「運動部活動の地域移行に関

する検討会議」提言 

・８月（文化庁） 

 「文化部活動の地域移行に関

する検討会議」提言 

・10 月 

 第１回愛媛県推進計画 

策定委員会 
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（２）部活動改革の動向と国の検討会議における提言の概要 

・12月（スポーツ庁・文化庁） 

 「学校部活動及び新たな地域

クラブ活動の在り方等に関

する総合的なガイドライン」

策定 

 

R05  ・３月 

 「愛媛県学校部活動及 

び新たな地域クラブ活 

動の在り方等に関する

基本的な考え方」提示 

・４月 

 松前町部活動地域移行検

討委員会設置 

・６月 

 第１回松前町部活動地域

移行検討委員会 

・６月（予定）  

 地域スポーツ活動モデル

事業開始 

 （対象：北伊予中ソフトテ

ニス、ホッケー） 
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（２）部活動改革の動向と国の検討会議における提言の概要 

国の検討会議における提言の概要 

 

目指す姿 

・ 中学生等の部活動環境を、学校単位から地域単位での活動に積極的に変えてい

くことにより、少子化の中でも、将来にわたり子どもたちが継続して活動を親し

むことのできる機会を確保していく。 

・ 単に学校から切り離すということではなく、子どもたちの望ましい成長を保障

できるよう、地域の持続可能で多様な環境を一体的に整備し、地域全体で子ども

たちの多様な体験機会を確保していく。 

 

改革の方向性 

・ まずは、休日の部活動から段階的に地域移行していくことを基本とする。 

 ※ 「平日の部活動」≠「休日の部活動」の視点も必要 

  達成目標時期は、令和５年度から令和７年度末の３年間（改革集中期間）を目

途とされている。 

・ 平日の部活動の地域移行は、休日の部活動の地域移行とともにできるところか

ら取り組むことが考えられ、地域の実情に応じた休日の地域移行の進捗状況等を

検証し、更なる改革を推進する必要がある。 

・ 地域におけるスポーツや文化芸術に親しむ機会の確保、生徒の多様なニーズに

合った活動機会の充実等、地域スポーツ・文化芸術の振興についても着実に取り

組む。 

・ 地域団体等と学校との連携・協働の推進 

   

 

 

 

 

 

    

令和４年 12 月国が方針を見直して、移行時期の令和７年度末までとしてい

たが、目標達成時期を設定せず、地域の実情に応じて可能な限り早期の実現

を目指す、とした。 

    ※３年間を「改革集中期間」 「改革推進期間」に改めた。 
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（３）松前町の部活動の現状とスポーツクラブ活動体制整備事業について

松前町の運動部活動の現状

令和５年５月１日現在

男子 女子 男子 女子 顧問 外部

バスケットボール 2 3 55 49 10 0 1

バレーボール 1 3 25 59 8 0 3

バドミントン 0 1 0 25 2 0 1

卓球 2 0 67 0 4 0 0

ソフトテニス 1 3 34 63 8 2 1

サッカー 3 0 82 0 6 0 2

軟式野球 2 1 30 4 6 1 3

柔道 1 0 2 0 2 0 0

剣道 1 1 4 5 4 0 0

合計 13 12 299 205 50 3 11

松前町の文化部活動の現状

　　　令和５年５月１日現在

顧問
（うち
経験者） 外部

吹奏楽部 3 60 6 (2) 0

美術部 2 53 4 (1) 0

ボランティア部 1 29 2 (2) 0

マルチワーキング部 1 19 2 (1) 1

合計 7 161 14 (6) 1

※令和５年５月１日現在　町立中学校３校、生徒数830人

※顧問が、指導して
いる部活動の経験者
である部の数

文化部名 設置数 部員数
指導者数

競技

設置数 部員数 指導者数

（計 504）（計 25）
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（３）松前町の部活動の現状とスポーツクラブ活動体制整備事業について 

松前町内中学校 部活動 

地域クラブ 

（クラブ運営） 

※地域指導者 

合同部活動 

（学校運営） 

※部活動指導員 

※教員→地域へ 

部活動 

（学校運営） 

※部活動指導員 

※教員→地域へ 

地域クラブ（クラブ運営） 地域指導者 
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（３）松前町の部活動の現状とスポーツクラブ活動体制整備事業について 
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（３）松前町の部活動の現状とスポーツクラブ活動体制整備事業について 

令和５年度地域スポーツクラブ活動体制整備事業について 

 

 

１ 松前町におけるモデル事業 

 (1) ホッケー 

    指導者：２人予定 

 (2) ソフトテニス 

    指導者：２人予定 

 

２ 予算 

 (1) 指導者謝金（上記各２人） 

    1,600 円×３時間×70 日×４人＝1,344,000 円 

 (2) 指導者旅費 

    1,000 円×70 日×４人＝280,000 円 

 (3) 用具代 

    300,000 円 

 (4) 指導者保険料 

    2,500 円×４人＝10,000 円 

 (5) 生徒保険料（ホッケー19 人、ソフトテニス 20 人） 

    800 円×（19 人＋20 人）＝31,200 円 

                      計 1,965,200 円 
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